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W おわりに
自動車は誕生から100年以上もの間，化石燃料を用いた内燃機関を推進
源にするという根本的な部分については大きな変化はなかった。しかし，
現在マスコミ等に自動車の話題が登場する時，巨大自動車企業間の提携や
業界再編問題と同等に次世代の自動車としで燃料電池電気自動車 (Fuel
Cell Electric Vehicle, FCEV) に関する話題が多くなってきている。
FCEVは，これまで優位が揺るがなかったガソリン自動車やデイーゼル自
動車といった化石燃料を使用するタイプの自動車とはまったく一線を画す
ものであり，また莫大な研究開発資金を必要とするものでもある。 FCEV
172 (702) 第 48 巻第 5 号
が有望視されるのは，現在の自動車が抱える大きな二つの環境問題におけ
る「負の側面」を一挙に解決できる可能性を有しているからである。
一つ目の「負の側面」は，資源の浪費である。自動車は炭素原子と水素
原子が一定の割合のもとに結合している有限な化石燃料を燃焼反応により
エネルギーに変換して走行するが， ひとたび燃焼させてしまうと二酸化炭
素や窒素酸化物など別の物質に変化してしまって再生することは不可能で
ある。 FCEVば燃料に水素を用い化学反応からエネルギーを得るが，純粋
な水素を使用した場合は排出されるのは水だけであるため，その水を再び
分解して水素を取り出すことも理論的には可能である。つまり，エネルギ
一循環利の社会を実現する可能性を秘めているのである。
: つuの「負の側血」はtとして排出ガスによる環境汚染の間題であるぃ
これは第”のものよりも， より緊、急性がありかつ長年にわたって研究開発
が取り組まれてきているにも関わらず抜本的な解決に令っておらず，「I動
車業界においてはまず直接的な課題とされているものである()化什燃料を
使用した場合の排気ガス中の成分は多岐に渡り，実際にすべての汚染物質
に対応するのはほとんどイく可能であるが， FCEVの有望性は先にも述べた
ように純粋な水索をJ廿いた場合の排出物は水だけであり，環境に及ぼす負
荷がほとんど無いことに尽きるともばえよう。
このようなFCEVの将来性は，枇界の巨大自動車企業を熾烈な開発競争
へと向かわせているが l司時に自動車の心臓部分の革命に対して必要な莫
大なる開発資金や開発体制の拡允，円滑なインフラ整備，そして何より自
社（陣営）の標準を世界の標準とするために，業界内における提携・再編
の大きな引き金になっている。
自動車業界が直接解決しなければならない環境間題としての大気汚染
（排気ガス）問題とエネルギー問題は， どちらも化石燃料を使用する内燃
機関によって引き起こされる問題であり，今Hでは自動車の関わる環境問
題として不可分の関係にあると見なされる場合が多い。というのも，実際
に燃費の良い，すなわち省エネルギーの自動車は結果的に排気ガスの排出
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総量が少なくなるので大気汚染問題に対しても優位をもつからである。し
かし，歴史的にみれば大気汚染問題とエネルギー問題は同時に発生したも
のではなく，また自動車業界に対応を迫った要因も若干異なっている。両
問題に最初に直面したのは，最も自動車文明が進んでいた米国である。
本論ではとくに自動車の燃費問題に注目し．米国におけるこの問題への
対応を小型車戦略の展開過程と併せて考察する。現代における業界内での
覇権争いとFCEV開発競争を考察する前段階として，そもそもいつ環境問
題は自動車に対して提起されたのか．化石燃料を用いることの「負の側面」
に対してどのような対応がなされてきたのかを歴史的に整理し．現代に生
じている環境問題を軸とした自動車企業再編の動きをより深く理解するこ
とに資したい。
I 燃費問題
1. エネルギー問題としての燃費問題
米国においてエネルギー， とりわけ自動車に使用されるガソリンに対す
る問題意識はどのようにして現れたのであろうか。結論から先に言えば，
時代ごとの政治情勢に左右されるところが非常に大きい。大きく分類すれ
ば三つの段階に分けられる。すなわち，石油浪費時代としての第一次石湘
危機以前，エネルギーの安全保障問題が一気に噴出した第一次石袖危機か
ら第二次石池危機まで，そしてエネルギー問題が自動車の設計を左右する
までになった第二次石湘危機以降である。
第一次石池危機は1973年10月の第四次中東戦争を発端として，アラブ産
袖諸国が米国をはじめとする親イスラエル諸国に対して石袖の禁輸措置を
執ったことに起因する。それまでの米国製の自動車は，巨大な国際石油資
本（メジャー）の石油支配による石油の安定的供給，それによって可能と
なっていた低価格のガソリン，第二次世界大戦後に急速に整備されたイン
ター・ステート・ハイウェイ網をはじめとする道路事情の改善により，「ド
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ライプ・ウェイの恐竜」とも「車輪のついた応接間」1Jとも形容されるほ
ど大型化・高出力化する一方であった。無論，後述するが小型車が開発
されていなかったわけではなく，一時的小型車プームが訪れた時代もあっ
たがそれらはセカンド・カーとしての地位を脱することはなく，主流は
あくまでも大型•高出力型の自動車であった。 50年代から第一次石油危機
までの米国の自動車業界と消費者には，エネルギー問題で危機が訪れよう
とは夢想だにできない状況であり，むしろ業界，消費者とも自動車に関連
する問題でより重要なのは，大気汚染問題と安全性に関する問題であった。
第一次石袖危機の発生により，米同社会に浸透していた，石池が無限に
あるかのような夢は打ち砕かれ，大きくなりすぎていた「恐竜」たちの衰
退の時代が始まった。袷一次イi湘危機の発端となった第四次中東戦争の戦
I闘自体は10H間ほどで終結をみたものの， 1i湘禁輸2) は翌年 3月まで長期
化し，米l玉l社会を大きな混乱に陥れた。これに対し，当時のニクソン政権
および後継のフォード大統領は矢継ぎ吊にエネルギー安定化政策を発表
し．社会的混乱の沈静化に務めた。 50年代から60年代の経済的繁栄と強)J
なメジャーによる石抽の安定的供給に支えられていた米国は産湘国であり
ながら．一方で大輸人消費国であった3)。米国の消費者はガソリンがお金
1)井上昭ー『GMの研究』ミネルヴァ書房 1982年， 56ページ。
2) この禁輸を発動したOPEC(Organization of Petroleum Exporting Countries. 
石湘輸出国機構）はメジャーによる石油支配に対抗するための組織として1960年に
結成されていたが， fi湘を政治的武器にして具体的行動を起こしたのはこれが初め
てであった。
3) ここで米国の石袖事情の歴史について簡単に触れておく。ガソリン自動車の普及
のきっかけとなったのは言うまでもなく大油田の発見である。 1859年のペンシルベ
ニア州タイタスビル近郊でのドレーク (Edwin.L. Drake)による抽田の発掘により，
近代石袖産業が開始された。その後， 1901年 1月10日のテキサス州スピンドルトッ
プにおける大噴油井の発見により，ガソリン自動車は低廉な燃料を確保することが
でき，一気に陸上交通の主役に踊り出ることになった。同時に石湘の精製方法にも
改善がみられ， 1908年のフォードT型車の発売によるガソリンの需要増は， 1915年
にガソリンが灯油を抜いて最大の販売量をもつ石池の単一製品になるという形で表
れた。米国で近代石池産業が開始されたことは， 20枇紀に枇界の石油を支配した／
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を積んでも満足に手に入らない状況に置かれると，当然のごとく燃費の良
好な小型の自動車に注目し始めた。政府はガソリンの販売価格を統制する
と同時に自動車企業に対して企業平均燃費 (CorporateAverage Fuel 
Economy, CAFE)の設定を行った。この時代を総括すれば以下の三点
にまとめられよう。すなわち，政府の石油政策に対する誤った対応［小
型車に対する消費者の注目， CAFEの設定である。
第一次石油危機の混乱の余韻が消費者の間にまだ残り， 自動車企業とし
ても十分な対応策がとりきれていない状態で，第二次石袖危機が勃発した。
第二次石油危機は78年夏頃からのイランの政情不安にはじまり， 79年 1月
に親米のパーレビ国王がイラン国外に亡命，イスラム教シーア派のホメイ
二が政権を掌握したイラン革命により発生した。反米路線を掲げるホメイ
ニ政権の誕生はイランの産湘量を激減させたうえ，同年11月に発生したホ
メイニ派によるテヘランの米国大使館占拠事件を契機にイランは対米禁輸
を発動し，米国は再び石湘パニックに陥った。石油・ガソリンの不足は一
過性の悪夢ではなかったのである。今回はイラン一国の政変に基づくもの
で同国への輸入依存度（図表 1)からみても影響はさほど深刻ではないよ
うに考えられたが第一次石油危機の発生で消費者の心理に深く刻まれて
いたエネルギーに対する不安が完全に具現化されることで，社会的混乱は
／メジャーの形成に大きく関わりをもっており， 1911年に最高裁のシャーマン反トラ
スト法違反判決により解体されはしたものの，セブン・シスターズと呼ばれたメジ
ャー 7社のうちジャージー・スタンダード社 (StandardOil Co. [New Jersey], 後
にエクソン [Exxon],1999年にモービルと合併しエクソン・モービル），スタンダ
ード・オイル・オブ・カリフォルニア社 (StandardOil Co. of California, 略称ソ
ーカル [SOCAL], 後にシェブロン），スタンダード・オイル・オブ・ニューヨー
ク社 (StandardOil of NewYork, 後にモービル・オイル， 1999年にエクソンと合
併しエクソン・モービル），テキサコ社 (Texaco), ガルフ・オイル社 (Gulf-Oil,
1984年にシェブロンに吸収）の 5社が米系メジャーであった。
4)ニクソン自身が国内の石池生産保護のため先に導入していた石油の輸入割当制度
が混乱の伏線にもなっていた。
176 (706) 第 48 巻第 5 号
図表 1 主要国の石油依存度・輸入依存度 （単位：％）
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（出典：通商産業省編『,~1説通商白書（昭和54年）』 20ページより一部抜粋。）
第一次石池危機を上 lflj るものであった5) 。'-¾時のカーター政権は混乱の始
まる以前の78年10月にはエネルギー税法 (TheEnergy Tax Act) を成立
させ，自動車のガソリン消費規制を強化していたが当時の米国製自動中：
の燃費技術は，梢費者の殺到していたH本製小刑車に及ぶところではなか
った。
2. 排気ガス規制
当時世界で最も巨大であった米国の自動車業界は，なぜn本製をはじ
めとする外国製輸入小型車に市場を侵食されるがままとなってしまってい
たのであろうか。なぜ巨大な開発資金を有する米国自動車企業が日本企業
の燃費技術の前に太刀打ちできなかったのだろうか。これには石油危機が
発生し，エネルギー問題への関心が高まる少し前にクローズアップされて
いた排気ガスの問題を無視することはできない。
自動車のもつ大きな「負の側面」のひとつが主として排気ガスによる大
気汚染である。最初に排気ガスによって多くの人々が健康被害を訴えたの
が1943年9月8日にカリフォルニア州ロサンゼルスで発生したスモッグ事
5) 78年~s1年の間にガソリン価格の上昇率は西ヨーロッパで22%, 日本で 9%だっ
たのに対し，米国は109%にも達した。〔FlinkJ.. The Automobile Age, 1988, p.390.〕
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件である。当初は自動車がその原因であることすら分からなかったが，の
ちにカリフォルニア工科大学生化学教授のハーゲンスミット (A.].Haagen-
Smit) らの調査によって， 自動車の排気ガスと太陽光線が化学反応を起
こし，スモッグを発生させていることが明らかとなった。 50年代に全米の
大都市部の多くで大気汚染問題が認識されるようになり， 60年代には包括
的な大気汚染防止法から直接的に排気ガスに対応するものまで様々な規制
が開始された。包括的なものとしては63年の1963年大気汚染防止法
(Federal Clean Air Act)や67年の大気保全法 (AirQuality Act)などが
ある。これらは米国の連邦制度のもとで州境をまたぐ大気汚染に対して有
効な法規が存在していなかったことへの対応を州政府が行いやすくするた
めという性格が強く．枠組みを示すにとどまっており．具体的な規制を盛
り込んではいない。連邦単位で最初の具体的な排気ガス規制となったのが
65年に制定された1965年自動車大気汚染管理法 (MotorVehicle Air 
Pollution and Control Act of 1965)である。これに先立つ63年にはカリ
フォルニア州がPCV6)システムと呼ばれる装置の装着を強制する法律で最
初の排出ガス規制を設定していたが?)'1965年自動車大気汚染管理法によ
り全米で68年型車からカリフォルニア州に匹敵する水準の排気ガス規制が
開始された。
70年には米国の環境法規のなかで最も有名な1970年大気汚染防止法
6) PCV (Positive Crankcase Ventilation)システムはブロー・バイ・ガスと呼ばれ
る排気ガスに含まれる未燃焼のガスを抑制するもので，排気ガス中の炭化水素を削
減することができる。光化学スモッグの発生には炭化水素が大きく関わっているの
で，カリフォルニア州ではこの装置の導入が最初に決定された。しかし，法律の制
定よりも先 (1961年）に米国のビッグ・スリー各社はこの装置を自主的に採用して
いることは，当時の自動車企業の大気汚染問題に対する数少ない積極的姿勢として
注目に値する。
7)カリフォルニア州は現在においても環境関連法規を制定することにおいて，全米
各州はおろか連邦よりも先んじている。カリフォルニア州の， とりわけロサンゼル
ス地域は地勢的，気象的な要因もあってスモッグが発生しやすく，自動車の排気ガ
スが深刻な影響を及ぼすからである。
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図表2 CAFEの算出方法
A車の燃費 x台数 + B車の燃費x台数 + C車の燃費x台数
全台数
＿＿＿，ー•一
・メーカーごとのモデルの燃費を加重平均
• 規制値を0.1マイル下回るごとに 1台あたり 5ドルの罰金がメーカーに課される
(Clean Air Act Amendments of 1970, 通称マスキー法）が制定された。
マスキー法はその制定を主導した卜．院議員のエドムンド・マスキー
(Edmund Muskie)の名をとって呼ばれている。同法は75年の炭化水素お
よび一酸化炭素の排出鼠を68年比で約95%削減， 76年の窒素酸化物の排出
最を70年比で約90%削減という， 1ヽt時の米国企業の目動車排気ガス浄化に
おける技術的可能性をはるかに超える内容で構成されていた。これに対し
自動車業界側は請顧活動ロビー活動を活発に行い，結周73年から75年に
かけてマスキー法の適用は順次延期されていったが， lri1時に膨大な開発特
用を投じて延期期間中に策定された中間基準を満たしていかなければなら
なかった。折しも第一次石袖危機が発生していた時期に相当するわけだが
マスキー法という厳しい法律が突きつけられていたために研究開発の面
から見れば米国自動車業界ば燃費間題を後~1] しにせざるを得なかったので
ある。また一方で販売血収益面での問題から燃費の良い小型車開発を遅
らせてきた側面に関しては章を換えて述べたい。
3. CAFE 
1975年12月． フォード大統領はエネルギー政策節約法 (EnergyPolicy 
and Conservation Act) を成立させたがそのなかに自動車企業ごとのモ
デルの燃費を加重平均するCAFEを設定した。 CAFEは第一次石湘危機以
降，当時のニクソン大統領からフォード，カーター政権時代に次々と発表
されたエネルギー安定化策のひとつであるが， 自動車の燃費に関する規制
としては最も大きな影響をもっている。これは自動車企業のモデルと生
産台数をそれぞれモデルごとに乗じ，それら全モデル分を合計したものを
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全生産台数で除するという計算を行うことで（図表2)' 目に見えやすい
自動車単体の燃費ではなく，見えにくい企業全体としての燃費を規制しよ
うというものである。規制値を超過した自動車企業には罰則が科されてお
り， 0.1マイル下回るごとに 1台当たり 5ドルの罰金を支払わなければな
らなかったが，一方で規制値をクリアした場合はその分をクレジットとし
て前後3年間蓄積することができ，達成できなかった場合に埋め合わせを
することができた。規制は78年の18.0mpg(miles per gallon, 約7.7km/R,) 
から開始され， 85年には27.5mpg(約11.7km/{!,)を達成するよう徐々に
厳しくされていった（図表3)。当初，米国自動車企業は規制値をクリア
できており，米国車平均では80年で22.6mpgと規制値を2.6マイル上回って
図表 3 CAFE規制値（乗用車）
（単位：マイル／ガロン［キロ／リットル］）
モデル年 規制値 米国車平均 輸入車平均
1978 18.0 [ 7.7] 18.7 [ 8.0] 27.3 [11.6] 
1979 19.0 [ 8.1] 19.3 [ 8.2] 26.1 [11.1] 
1980 20.0 [ 8.5] 22.6 [ 9.6] 29.6 [12.6] 
1981 22.0 [ 9.4] 24.2 [10.3] 31.5 [13.4] 
1982 24.0 [10.2] 25.0 [10.6] 31.1 [13.2] 
1983 26.0 [11.1] 24.4 [10.4] 32.4 [13.8] 
1984 27.0 [11.5] 25.5 [10.8] 32.0 [13.6] 
1985 27.5 [11.7] 26.3 [11.2] 31.5 [13.4] 
1986 26.0 [11.1] 26.9 [11.4] 31.6 [13.4] 
1987 26.0 [11.1] 27.0 [11.5] 31.2 [13.3] 
1988 26.0 [11.1] 27.4 [11.6] 31.5 [13.4] 
1989 26.5 [11.3] 27.2 [11.6] 30.8 [13.1] 
1990 27.5 [11.7] 26.9 [11.4] 29.8 [12.7] 
1991 27.5 [11.7] 27.4 [11.6] 30.0 [12.8] 
1992 27.5 [11.7] 27.4 [11.6] 30.0 [12.8] 
1993 27.5 [11.7] 27.7 [11.8] 29.5 [12.5] 
1994 27.5 [11.7] 26.3 [11.2] 29.4 [12.5] 
(Energy Policy and Conservation Actはじめ各種資料より作成）
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いた。しかし，マスキー法ほど急激に厳しい値が設定されたわけではなか
ったにも関わらず，米国自動車企業は83年から85年にかけての規制超過で
以前に築いたクレジットを使い果たしてしまい， 自動車企業はこぞって政
府に対し規制緩和を要請した。それにより規制値は86年にいったん
26.0mpgに引きFげられ， 89年の26.5mpgを経て90年の27.5mpgに戻るま
では26.0mpgとして据え置かれた。ただしこの間， 日本製をはじめとする
輸人車の平均値がおおむね30mpg前後であったことからすれば米国企業
の燃費技術に対する関心が高かったとはいえない。 82年まで規制値を達成
することができていたのも，技術的改善というより，むしろ米国自動車企
業の経営者が小籾車と大型車の「牛産数量に微妙なバランスを持たせる8)」
ことで値面する規制値をクリアしてきたというべきであろう。
自動車企業は20年代のジェネラル・モーターズ (GeneralMotors, 
GM) において確立されたフルラインのモデル・ラインナップによって，
自社のなかだけでも数多くの車種を生産している。そのなかにば燃費は悪
いがよく売れるうえに利益率も高い大刑高級車もあれば，燃費は良いが梢
費者からはあまり支持されず利益率も低かった小邸車もある。 CAFEの本
来のH的ば燃費の良好な自動車の将及を促進するものであったが自動車
企業の経党戦略においてはむしろこの本来のH的は副次的なものでしかな
く，実際は大型高級車の販売台数を基準に据えて小型車の生産台数を調整
していたに過ぎなかったのである。こうしたバランスをとる戦略による対
応は短期的には有効に見えたが，結局上述したように長期的には技術的に
も経営の面でも行き詰まりを見せるのは自明の理であった。
さて， CAFEが開始された78年にもうひとつ， 自動車の燃費に関する規
制が成立した。 CAFEの罰金引きいfなど燃費規制強化を推し進めていた
カーター政権下の78年10月，エネルギー税法 (TheEnergy Tax Act)が
成立し，そのなかに最低燃費基準が設定された（図表4)。これは別名ガス・
8) Moritz M. and Seaman B., Going for Broke: The Chrysler Story, 1981. 〔前田俊
一訳『クライスラーの没落』 TBSブリタニカ， 1982年， 15ペー ジ。〕
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ガズラー・タックス (GasGuzzler Tax, ガソリンがぶ飲み車税）とも呼
ばれる税制措置で，基準に未達の車両単体に対して高額な税金を科すもの
である。ガス・ガズラー・タックスは80年から開始され，段階的に厳格化
されていった（図表5)。
このガス・ガズラー・タックスの制定により，米国の燃費規制はようや
く完成をみたともいえる。というのは， CAFEだけでは大型車と小型車の
生産バランスをとることだけに終始してしまいかねず，燃費の悪い大型車
を絶対的に減らすことはできない。ガス・ガズラー・タックスは燃費の悪
い車（主として大型高級車）をもっばら標的にしており，経営上の問題と
しての生産バランスといった抜け道を完全に塞ぎ，技術的な改善を自動車
図表4 最低燃費基準値（乗用車） 図表5 ガス・ガズラー・タックスの推移
（単位：万台）
モデル年
マイル／ガロン
［キロ／リットル］ モデル年
燃費
税金（ドル）（マイル／ガロン）
1980 15.0 [6.4] 1980 14.99-14.00 200 
1981 17.0 [7.2] 13.99~13.00 300 
1982 18.5 [7.9] 
12.99-以下 550 
1983 19.0 [8.1] 
1981 16.99~16.00 200 
15.99-15.00 350 
1984 19.5 [8.3] 14.99-14.00 450 
1985 21.0 [8.9] 13.99~13.00 550 
1986 22.5 [9.6] 12.99-以下 650 
（出典： The Energy Tax Actより） 1986以降 22.49-21.50 500 
21.49~20.50 650 
20.49~19.50 850 
19.49~18.50 1050 
18.49~17.50 1300 
17.49~16.50 1500 
16.49-15.50 1850 
15.49~14.50 2250 
14.49-13.50 2700 
13.49~12.50 3200 
12.49-以下 3850 
※1982年から1985年は省略
（出典：各種資料より作成）
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企業に迫るものであったからである。それゆえに自動車業界からの反発は
CAFEの制定よりもガス・ガズラー・タックスの制定に対する方が大きか
った。 CAFEの場合は，制定時の時代背景的にもエネルギー供給の不安定
さを思い知らされたうえに日本製小型車の流入が加速しているなかで，牛
産バランスという抜け道により利益を確保するとともにそこから生じた
余裕をもって小型車開発にあたるという目論見を立てることができた。し
かし，ガス・ガズラー・タックスは利益の柱を奪うことで自動車企業の経
営を直接圧迫する要素をはらんでおり，資金的な面から小型車開発の立ち
遅れを取り戻す障害になる1J能性をもっていたからである()
I 小型車問題
米国における目動車は大利で出力の高いものがt流であり，また消費者
からの人気も高い。これは国士が広く， また道路網がよく整備されている
--jjで公共交通機関がそれほど利便性の高いものではないり）ため長距離で
の自動車による移動が多いという地理面，インフラ面での理由や，移民に
よって形成された国であるため欧州の貴族のような身分階級が存在せず
成功の証をステイタス・シンボルとしての自動車に求めたからという文化
的な理由などが複雑に作用した結果だと考えられる。ここでは結果として
開発が後手に阿り，エネルギー問題が顕在化したことを契機に外国製輸入
小型車に市場を奪われた米国製小型車の歴史に焦点をあてる。
1 . 第一次小型車ブーム
1970年代後半にH本製小型車がブームを巻き起こす以前にも，米国市場
において小型車ブームは存在した。第一次小型車ブームとされるのは50年
代初頭のことで，この時代の小型車は主に独立メーカーによる生産であり，
9) これは政策的側面が強い問題点だが，紙幅の都合上ここでは述べない。
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ビッグ・スリーはまだ生産していない。ゆえに，巨大自動車企業の経営方
針に対して影響を及ぽすほどのものではなかった。
2. 第二次小型車ブーム
ビッグ・スリーが小型車の存在を認識するのは50年代後半から60年代初
期にかけての第二次小型車ブームである。このブームを牽引したのが西ド
イツ（当時）のフォルクスワーゲン (VW)製「ビートル」10)である。「ビ
ートル」は米国西海岸の若者を中心に人気を集め， 55年に35581台を販売
したにすぎなかったものが， 60年には米国内販売累計が50万台を突破する
ほどの好評を博した。 58年の小型車の市場シェアは10.8%であり，そのほ
とんどが輸入小型車の「ビートル」であった。これによりビッグ・スリー
各社は小型車市場の存在を確認し，対抗策として59年にGMがシボレ一部
門から「コルベア」，フォード「ファルコン」，クライスラー「ヴァリアン
ト」と相次いで小型車を市場に供し始めた。初年度の販売台数は「ファル
コン」が約43万台，「コルベア」が約25万台，「ヴァリアント」が約18万台
であり，これら 3車種の販売直前の59年市場における小型車全体のシェア
が18.6%だったものが60年には31%にまで上昇したことで，輸入車対抗策
としては一定の成果を収めたものと言える。
輸入車の急激な流入には歯止めをかけることに成功したがその過程で
確固たるポジションを得た小型車市場において， 60年代に入ると，ビッグ・
スリー間での国内競争が始まった。 GMでは59年に発表したシボレ一部門
の「コルベア」に続き， 60年にはBOP作戦と銘打ってビュイック部門か
ら「スペシャル」，オールズモービル部門から「F85」，ポンティアク部門
から「テンペスト」を発売し，キャデイラック部門を除くすべての部門に
小型車をラインナップした。「ファルコン」によってビッグ・スリーのな
10)「ビートル」は2003年7月30日，メキシコでの生産が終了し， 68年にわたる歴史を
閉じた。累計生産台数は2152万9464台で1972年2月17日にフォードT型の記録(1500
万7033台）を破って以来，単ーモデルとしては史上最多記録を更新し続けてきた。
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かでは最も大きな成果を挙げたフォードも60年にはマーキュリ一部門に
「コメット」をそろえ. 61年にはフォード「フェアレーン」．マーキュリー
「ミューチュア」と小型車を拡充したため. 61年の小型車のシェアは38.6
％にまで上昇した。さらにGMはフォード「ファルコン」への直接的な対
抗車としてシボレ一部門から「シェビー I」を発売し. 34万3693台を売り
上げ．小型車市場での首位の座を奪い取った。同時に「コルベア」をより
スポーティーなモデルとし．完全にvw「ビートル」への対抗車と位置づ
けた。この頃から，米国の小型車市場は様相を変え始めた。すなわち，小
型の乗用車よりも． より趣味的色彩の濃い．スポーティーな路線が消費者
の支持を集めるようになったのであなそのため，各社の小型車は再びか
つてのような縣出力化大Jf化の道を歩み始めた。このような小刑車を絲
出力化したものはポニー・カー．大刑車を高出）J化したものはマッスル・
カーと呼ばれ．第二次小型車ブームは終焉を迎えるとともに， 60年代半ば
から第一次石油危機までの米国自動車市場で大きな人気を集めた。
3. 小型車開発の停滞期
ポニー・カーやマッスル・カーの時代は単に第二次小刑車ブームの終焉
を意味するだけではない。その時代の自動車は安全性問題や大気汚染問題，
燃費問題といった自動車のあらゆる「負の側面」を凝縮していたとも言え，
後の時代のアンチテーゼ的存在として非常に重要な意味を持つ。
本論では環境問題のなかでも燃費問題を主軸としているので詳述は避け
るが，時系列上での関連性を明確にするため，簡単にポニー・カーとマッ
スル・カーの安全性問題と大気汚染問題について触れておく。 1960年代に
おいて自動車の「負の側面」として最初に社会問題化したのが自動車の安
全性問題である。とりわけ一般市民の関心を惹いたのはラルフ・ネーダー
による「コルベア」の欠陥車告発であった。「コルベア」は上述したよう
に「ビートル」が市場を席巻し始めた時期に同車の駆逐を目的に，「米国
版ビートル」を企図して作られたもので，「ビートル」と同様に駆動方式
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にRR(後部エンジン，後輪駆動）方式を採用していた。一般的にRR方式
は前後の重量バランスを保つのが難し<.そのため走行安定性が低い。「コ
ルベア」発売当初はエンジン出力の関係上，それほど問題にはならなかっ
たが， 62年にスポーツモデル化され，安易な高出力化，大型化，重量化が
施されるにしたがい，不安定性に起因する重大死亡事故が相次いで発生す
るようになった。これに対してネーダーは「コルベア」を設計上の欠陥車
として65年に著書Unsafeat Any Speed 〔河本英三訳『どんなスピードで
も自動車は危険だ』ダイヤモンド社， 1969年。〕によって世間に告発し，
自動車の安全性問題を提起したのである。また66年には自動車に対して安
全装置の装備を定める最初の連邦法である "NationalTraffic and Motor 
Vehicle Safety Act of 1966"が制定された。交通事故や欠陥車といった安
全性に関する諸問題が社会問題化した背景としては，安易な高出力化に傾
倒していたポニー・カーやマッスル・カーの存在は良くも悪くも必要であ
った。一方，大気汚染に関しては大型化．高出力化された自動車の方が，
排気ガスの絶対的な排出総量が多いことは自明の理であろう。前章で述べ
た1965年自動車大気汚染管理法の制定の背景には絶対的な自動車台数の増
加もさることながら，排出ガス量の多い自動車が増加したことも大きく影
響していると考えられるのである。この面においてもポニー・カーやマ
ッスル・カーが流行した時代は自動車の「負の側面」を考察する上で，歴
史的に重要である。すなわち，この時代における自動車の利幅のより大き
なポニー・カーやマッスル・カーに対する消費者の支持は，米国自動車企
業の収益を大いに潤した反面，このことは安全性や排気ガスによる大気汚
染問題など数多くの問題を表出させながらも， 自動車企業のこれら「負の
側面」に対する開発意欲を減退させる要因ともなり，まさにその後米国自
動車企業が大きな重荷を背負う原点になったとも言えるからである。
さて，ポニー・カーやマッスル・カーがブームとなる一方で， もちろん
小型車はまったく姿を消してしまったわけではない。ビッグ・スリーのな
かで完全に大型車路線をとり小型車の開発を中止したのはクライスラー11)
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だけであり， GMとフォードは小型車の開発を継続していた。しかし，そ
れらは以前に比べると消極的なものであった。 70年にGMは「ベガ」．フ
ォードは「ピント」をそれぞれ市場に送り出したものの，両モデルとも十
分な成果を上げることはできなかった。「ベガ」は67年に開発が企画され
たモデルで，高出カ・大型化してしまい米国の小型車市場において侵食を
食い止めることができないでいた輸入小型車への対抗策として， GM本社
の出した解決策であった。しかし，構想時期こそ早かったものの，本社と
しての経営戦略としての小型ー車戦略がより厘要視されたことで，市場に求
められていた小刑車の現実をより身近に知っている事業部の提案よりも，
本社の理想とする設計方針が優先されてしまい，結果的に「市場から．少
なくとも一段階かけ離れた人たちによってつくられた12)」ために輸人小
型車対抗車になりえなかった。さらに， GMは「ベガ」を H本企業並みの
コンベア・スピードと近代的なロボットを導人したローズタウンー[場で牛
産し， 71年8月には「ベガ」以外の小刑車生産を海外子会社に依存する）j
針を発表した。これはGMが単独での小籾車生廂にメリットを見出せず，
最新の設備を整えたローズタウン上場以外での生産に利益確保の見通しが
立たなかったこととその約 1ヶ月前に H本のいすゞ自動車と資本提携を
交わしたことが関係している。しかしながら．そのローズタウン」ー：場でも，
徹底的な合理化に反発した労働者によって，「ローズタウンの反乱」(72年）
とも呼ばれる大労働争議を引き起こし，経営に大きな打撃を与えるにいた
った。一方，フォードの「ピント」も70年に発売された小型車であるが，
こちらは製造物責任を問われることで有名になった。 72年 5月に「ピント」
を運転していた婦人と少年が高速道路で停車中，後続に追突され，婦人が
焼死，少年が大やけどを負う事故が発生した。この事故の裁判過程で，フ
11) クライスラーは71年に小型車の国内生産を断念した。そのため同社は小型車を以
降欧州の子会社や70年に資本提携した三菱自動車などから供給する形をとった。
12) J.P. Wright, On a Clear Day You Can See General Motors, 1979. 〔風間禎三郎訳
『晴れたBにはGMが見える』ダイヤモンド社， 1980年， 250ペー ジ。〕
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ォードが「ピント」のガソリンタンクが安全基準に及ばないことを社内テ
ストで知りながらも，回収・改善するよりは事故被害者に賠償金を支払っ
たほうが経済的との判断をしていたことが明らかとなり，フォードは多額
の懲罰的賠償金を負うことになった。
ここで小括すると，「ベガ」「ピント」の事例から共通して言えるのは，
GMとフォードの両社経営陣が小型車市場における輸入車攻勢に対して，
早急な対応を図るため十分な調査開発期間を持たずに市場に商品を投入
し，失敗したということである。つまり，小型車を経営戦略としての側面
から強く捉えすぎたため，換言すれば株主の方を向きすぎたため，結果と
して出来上がった「製品としての小型車」は品質・性能の面では輸入車に
太刀打ちできるものではなく，生産の面からは労働者の反発を招き， さら
には安全性の面で消費者に犠牲を強いるものにまでなってしまったのであ
る。
4. エネルギー問題と小型車
「ベガ」「ピント」の登場とともに始まった1970年代の米国小型車市場は．
米国自動車企業を存亡の淵に追い込むほどの重要性を持つまでになった。
70年代の端初期は明らかに市場としても商品としても小型車を軽視してい
た。むしろ，自動車の安全性に関する問題意識の高まりと， 70年12月に成
立したCAA1970を頂点とする排ガス規制に対応するための技術開発が焦
眉の課題であり，当然，開発の主眼がそちらに集中すると同時に，その費
用を補うために，利益率の高い大型高級車を積極的に販売する必要があっ
た。技術的には．大型車の方が安全性を高めるのが容易であり，また排ガ
ス除去装置を装着する余裕も備えていた。そして．安全装置や排ガス除去
装置を次々と取り付けていった大型車は非常に重量のかさむ，燃費の悪い
自動車になっていた。
そこに73年10月からの第一次石油危機が発生した。米国に対する石抽禁
輸は74年3月13日に解除されたが，米国内ではエネルギー安全保障問題が
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社会問題化すると同時に． 自動車市場では主として日本製の燃費の良い小
型車に注目が集まった。米国自動車企業としては，排ガス抑制技術に腐心
していた時期であったことから第一次石池危機が発生したタイミングは最
悪であり．即座に対応できる技術は持ち合わせていなかった。また．石抽
禁輸が3月には解除されたことで，一時的なパニックとして楽観的に捉え
ていたことも速やかな対応策を執らなかった要因と考えられる。
70年代中期に人ると，ガソリンに関するパニックは過ぎ去ったものの，
政府や市民のエネルギーに対する注Hが沈静化する兆しは見られず．前章
で述べたCAFE規制が施行されることになった。第一次石油危機は直接的
には米国製大型自動車が技術的に対応できないことをホしたが，間接的な
がらも後の時代にまで影響を与えたという意味でより項要なのは， H本製
自動車の品質の良さを消費者の間に広めることになったということであろ
う。それ以前に輸人されていたH本製自動車は．俗に3う「安かろう悪か
ろう」との認識が消費者の間に広がっており， tとしてそのために販売台
数も伸びず．米国企業にとっては深刻な脅威ではなかった。しかし，ひと
たびガソリン・パニックが発生すると，消費者はH本製小制車を購人し始
め，その結果燃費の良さはもちろん， 日本車の品質の高さ，コスト・バリ
ューなどが広く消費者の間に浸透していったのである。 f3本車が集中豪雨
的に米国市場に進出しはじめたのは第一次石油危機直後ではなく 77年ごろ
からとされており，若干のタイムラグがあることからも第一次石油危機は
むしろ日本車の優秀性が認知される導火線としての意味をもつと考えられ
るのである。ひところのガソリン・パニックから立ち直り消費者がやや落
ち着きを取り戻すなか体力のあるGM, フォードはワールド・カーとい
う壮大な戦略を打ち上げ，立ち遅れていた小型車開発に乗り出した。これ
は関連子会社の小型車技術を活用する形で市場に小型車を提供したもので
GMの「シベット」がまさにそれであり，フォードの「フィエスタ」も同
様である。
このように， 70年代中期には米国自動車業界においても本格的な小型車
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開発が始まったが，前章で述べた政治的に強化された自動車に対する諸規
制にも同時に対応していかなければならなかったこともあり， 70年代後半
には米国自動車会社は排気ガス，燃費，輸入小型車と三重苦に陥ってしま
ったのである叫
5. 第二次石油危機と日本車の流入
第二次石油危機が発生し，エネルギー問題が一過性の問題ではないこと
に消費者が気付いたことで日本車の集中豪雨的な輸入が加速されたのは間
違いないが，単なる「省エネ車」というだけではな<. A本車の品質に対
する消費者の信頼はすでに確固たるものとなっており， 1977年以降，加速
度的に日本車のシェアは増大していた。 79年の米国市場における小型車販
売比率は前年の48%から56.9%に拡大し，ついに過半数を超えた（図表6)。
さらに同年の輸入車の販売シェアにおける日本企業のシェアはトヨタ自工
（現トヨタ） ·B 産•本田技研（現ホンダ）・東洋工業（現マツダ）の 4 社
合わせて63.9%にまで達した（図表 7)。これに対し，速やかな対抗策を
打ち出せずにいたビッグ・スリーは工場閉鎖と従業員のレイオフを余儀な
13)当初．自動車企業にとって何より脅威だったのは， CAA1970であった。という
のは当時の技術でCAA1970に対応しようとすると， どうしても燃費が犠牲になっ
てしまうからであった。 CAA1970の基準は．三つの外国製輸入車，すなわち本田
技研のcvccエンジン．東洋工業のロータリーエンジン，ダイムラーベンツのデイ
ーゼルエンジンがクリアすることに成功していたが，米国自動車企業にとって自社
で新エンジンを開発するのは時間的にもコスト的にも不可能な状況にあり，可能だ
った方法が対処療法的に有害なガスの発生を抑制する装置を継ぎ足していくことで
あり，これらの装置が燃費を犠牲にするものだったのである。燃費への関心が著し
く高まっていた73年からは．米国自動車業界はこぞってロビー活動を展開し，毎年，
達成期限の延期に成功していた。しかし，エネルギー問題は国家の安全保障問題に
まで関係するため，加えてより直接的には自動車というエネルギーの安定的供給を
前提としている製品の販売にまで直結する問題であるため， CAFEおよびガス・ガ
ズラー・タックスに対して大々的に反対し，延期させることはできなかったと考え
られる。
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図表6 1979年米国乗用車クラス別販売
台数 前年比(%) 構成比(%)
サプコンパクト 1,762,047 145.7 16.5 
コンパクト 1,974,783 87.1 18.5 
パッセンジャー
102,630 69.4 1.0 
J ンゞ
インターミデイ 2,334,499 77.6 21.9 
エイト
・-・-・. —---ー’，．，一，"·-ー'·--''―—— --,'ー---—.........., ..•一....._____ .... ● . 
フルサイズ 1,708,791 80.0 16.0 
ラグジュアリー 445,305 82.6 4.2 
-・-. ,-.. , -~... -.. _., " ~ ャ•→ -·----~·-··· ・-_ _. ー・--- . 一 . "--―ゴー . __ . ,--・' ., ' . ー---・＿
米国車計 8,328,055 ．_91．8． ±96..553_ — J「'—_ 10728.1.o_o_9 1 .—. --輸鯰吐入—車―___,t I 1 102.363591.0274 9 上I 
（出典：『米自動車l業誌』より作成）
図表7 1979年米国輸入乗用車販売
メーカー 台数
トヨタ 507,816 
--- __ ,--. , ―→● "一 r← 9● " .―→ --" -- ~—. 
H産 472,252 
← _,'''''ー"'・----←
本田 353,291 
vw 292,017 
-. ●'" -・● • 一....● _,,-一，,_.,_ー——. - ' -―→ -' -・ "'● •.• -..' '".'" •. ..• ← ,．’，・・--・ --- -
束洋I:業 156,5336.7% 
その他 549,115 
総Jt 2,331,024 
（出典：『米fl動車r業誌』より作成）
くされ， ビッグ・スリーの経常側は日本側に対米輸出規制を求め，労働者
代表であるUAWは日本企業に対し，米国内での現地生産を要請するなど，
小型車問題は貿易摩擦問題として政治問題化したのである。
W おわりに
現代の自動車業界における提携関係は，複雑極まりない。資本提携とい
う点ではいくつかの巨大グループに収敏されてきているものの，技術提携
となるとグループ間の垣根など存在しないかのようでもある。 1990年代後
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半からの自動車業界における企業再編の動きは，環境問題に及ぼす「負の
側面」の解決に対して自動車業界が内燃機関の「技術的」持続可能性に疑
問を抱くことによって急激に高まりをみせたといえる。
一方で自動車が全地球規模的な商品として成立しているのは，ガソリ
ンや軽池といったエネルギー源が統一されているからである。道路標識を
はじめとする交通様式は国ごとに違えども，エネルギー源はグローバル・
スタンダード（デ・ファクト・スタンダード）化されている。次世代の自
動車と目されるFCEVは未だエネルギー源である水素の供給方式が定まっ
ていない。この問題に勝利するには，決定的に優勢な「技術革新」でスタ
ンダードを導くか，インフラ整備の要素も絡まった状況を生かして決定的
に優勢な業界内での「勢力」を保持してスタンダードを築くか，あるいは
その両方かであろう。
このような現代の状況をみるにつけ， 70年代において生じた「負の側面」
に対応する過程でのH米企業間の「技術」と「勢力」の推移は示唆に富ん
でいる。当初，この時代に勝利を収めたのは「技術」であった。日本企業
は時代に先んじていた排気ガス問題，燃費問題において有利だった小型車，
さらには高品質という技術上の優位をもって米国市場におけるシェアを高
め，米国企業の「勢力」を削り取っていった。それに対し主として80年代
に入ると米国企業は，「勢力」保持していた者でなければ容易には行えな
い資本提携（一部には合弁事業）すなわち時間（開発時間）をカネで買う
方法や政治の介人という方法を用いて「技術」を補完するという行動で巻
き返した。この動きは，ほぽそのまま現代の業界再編における動因にあて
はまるのではないだろうか。
本論では，自動車産業における70年代から80年代にかけての業界内の勢
力関係の変化およびそれに関連する企業提携と， 90年代後半から今世紀初
めにおける業界再編との間に共通して見られる環境問題の存在を軸に，企
業提携・ 業界再編の間には普遍的因子として「負の側面」への対応が大き
な影響力をもつのではないかということを実証する意図をもって取り組ん
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だ。しかしながら．燃費問題と小型車問題という「技術」の歴史に比重が
偏りすぎたため．「勢力」に関する考察が乏しく， また紙幅の関係上, 80 
年代に顕在化した日米貿易摩擦の主役となった日本自動車企業による対米
輸出自主規制について述べることができなかった。 80年代に生じた対米輸
出自主規制は， 70年代までの「負の側面」に対応する戦略の必然の結果で
もありまたその後の世界的な自動車業界再編のベースになっているとも
言える軍要な事象である。これに関しては今後，稿を改めて研究を進めた
し％
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